
日・シンガポール経済連携協定 改正の意義    
              － 発効後５年目を迎えた協定の見直し（双方関心分野の自由化拡大等） 
              － ＡＳＥＡＮ全体との経済連携強化のための更なるステップ 改正交渉の経緯 

 

２００２年１１月 

協定 発効 
 

↓ 
 

２００６年４月 

改正交渉開始を決定 
（第２回総括委員会） 

 

↓ 
 

０６年６月～０７年１月 

専門家会合 ７回 
 

↓ 
 

２００７年１月 

大筋合意 
（第３回総括委員会） 

 

↓ 
 

２００７年３月 

改正議定書署名 

↓ 

２００７年９月 

改正議定書発効 

 

 

● 市場アクセス改善 （日本側のみ。シンガポール側は協定締結時点で全品目の関税を撤廃済。） 
 

 

  ❏ 鉱工業品      一部の石油・石油化学製品（揮発油・軽油，ポリプロピレン等）：＜即時又は段階的関税撤廃＞ 

  ❏ 農林水産品    マンゴー，ドリアン，アスパラガス，カレー調製品，製材，えび等：＜即時又は段階的関税撤廃＞ 
 

            
 

● 金融サービス 特定約束の改善 
 

 ❏ シンガポール側改善点                   
     ・フル・バンク免許枠の拡大（１行分）          

     ・ホールセール・バンク(法人向け業務のみ)の 

   免許発給数の制限撤廃      

    ・国境を越える証券取引の自由化拡大         
 

❏ 我が方改善点     
     ・保険仲介サービスの自由化拡大 
     ・国境を越える証券取引の自由化拡大 

 

● その他の主な改正部分 

 ❏ 原産地規則                    

      材料の価額に占める原産割合が40%以上（改正前 

   は６０％）であれば，当該材料を原産材料であるとみ 

   なすこと等 
  

 ❏ 税関手続 
    透明性向上に向けた更なる規定の整備等 

 ❏ セーフガード措置の見直し 

      適用期間の延長，暫定措置の導入等 

                                     

（改正により約２％アップ） 

日本の対シンガポール貿易構造 
（2010年財務省貿易統計） 

日本←シンガポール 
（今次改正で輸入額の約95％が無税に） 

日本→シンガポール 
（協定締結の時点で輸出額の100％が無税） 
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２－１ 日・シンガポールＥＰＡ改正議定書の概要 
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１．市場アクセスの条件の更なる改善 

改正交渉 

の経緯 
 

2005年4月 

日・メキシコ 

経済連携協定 

発効 

 

2007年4月 

市場アクセスの 

条件の改善に 

関する議定書 

発効 

 

2008年9月 

改正交渉を 

開始 

 

2011年2月 

第６回合同 

委員会で 

実質合意 

 

2011年9月 

署名 

 

2012年4月 

発効 

日・メキシコ間の貿易構造 

日・メキシコ経済連携協定改正議定書の概要 

日・メキシコ経済連携協定改正議定書の意義 

・  ２００５年４月発効の日・メキシコ経済連携協定について、同協定に基づき、物品の貿易に関する市場アクセスの条件の更なる改善及び原産地の証
明手続の改正（認定輸出者による原産地申告制度の導入）等について定める。 

・  本改正議定書により、両国間の貿易の自由化が一層促進され、ひいては両国関係全般が一層緊密化することが期待される。 

 

2013年財務省貿易統計 

２．第５章を改正し、原産地の証明の方法として認定輸出者による原産地申告制度を導入する 

日・メキシコ経済連携協定 

    発効以降の貿易の増大 
 

   （2004年）    （2013年）  

   7,850億円     13,578億円 

 

        （2004年）       （2013年） 

 豚肉  32,712 t        57,379 t 

 牛肉      1,772 t        14,272 t 

 （調製品を含む。）  

貿易総額 

日→ 
メキシコ 

       （2004年）    （2013年）  

自動車      827億円     1,353億円 

自動車の  583億円       1,372億円 

部分品  

メキシコ 
→日 

【 日・メキシコ経済連携協定改正議定書のポイント 】 

日本側 

❏ 牛肉・豚肉・鶏肉・オレンジ・オレンジジュース： 
2012年～2016年の関税割当数量の拡大・枠内税率の削減 

❏ アガベシロップ（注）：2012年～2016年の関税割当ての新設 

（パイナップル、デュラム小麦、甘しゃ糖等については、2014年に再協議） 

 
 
  

メキシコ側 

❏ 自動車部品・インクジェットプリンタ用紙・みかん： 
2012年4月1日に関税撤廃 

❏ りんご・緑茶：2012年～2016年の関税割当ての新設 
 

（注） りゅうぜつらんから作られる果糖水 
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 輸出額の約９９％が無税に 

輸入額の約９４％が無税に 

➢ 農林水産品 

❏ 日本による市場アクセスの改善 

熱帯果実：マンゴー，マンゴスチン，ドリアン， 

  パパイヤ，ランブータン等は即時関税撤廃 

バナナ：関税割当の設置（枠内税率無税（毎年 

    千トン）） 

林産品：合板は協定全体の見直し時の再協議 

    合板以外の林産品は即時関税撤廃 

（注）違法伐採問題には協力して取り組むこと 

   を宣言。 

❏ マレーシアによる市場アクセスの改善 

温帯果実：りんご，なし，かき等は即時関税撤廃 

日・マレーシア経済連携協定 

●往復貿易額の約９７％で関税撤廃 
投資：内国民待遇及び最恵国待遇の付与，特定措置の履
行要求の禁止 
サービス：自国の特定する分野において，市場アクセス，
内国民待遇，最恵国待遇を約束 
知的財産：特許審査の迅速化，周知商標の保護，エン
フォースメントの強化，知的財産分野での協力を行う 
競争：反競争的行為に対する適切な措置の実施及び規制
の分野での協力を行う 
ビジネス環境の整備：相手国企業からの苦情・照会の窓口
となる連絡事務所を設置 
協力：農林水産業，教育・人材養成，情報通信技術，科学
技術，中小企業，観光及び環境の７分野での協力 

●他分野でも包括的に連携推進 

●一般的な見直し（今後の予定） 

協定の概要 

協定の意義 ～2006年7月発効～ 

◆2011年が一般的な見直しの年（発効後5年目，及び 
以後5年ごとに実施する事を規定） 
◆ 2013年2月に合同委員会を開催し，物品，原産地規則，
投資，サービス，競争の5分野につき，各小委員会等で議
論継続となった。但し，その後は未開催 
◆次回合同委員会は各分野の議論が進んだところで，再
度開催（時期は追って協議） 
◆TPP及びAJCEP交渉の状況も踏まえ、今年半ばに今後
の方針を改めて検討 

● 二国間の貿易投資拡大・自由化の枠組み提供 

● 「東方政策」を発展させた新時代の連携の象徴 

● 東アジアＥＰＡ交渉の進展のための大きな推進力 

➢ 我が国からの対マレーシア鉱工業品 
輸出        

 
→ほぼ全ての鉱工業品につき１０年以内に関税 
  撤廃 
 
鉄鋼：ほぼ全ての関税を１０年以内に撤廃 
   一定条件を満たせば関税の免税措置を供与 
 
自動車：現地組立車用部品は関税即時撤廃       
    ：その他部品・多くの完成車（2000cc以 
        上の乗用車等）は2010年までに，その 
        他の乗用車等は2015年までに関税を段 
        階的に撤廃 
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投資：内国民待遇，最恵国待遇， 

特定措置の履行要求の禁止を含め， 

投資の保護の強化とより自由な投 

資の枠組みを整備。チリと既にFTA 

締結済みの米国，カナダ，韓国等と 

概ね同等の条件を確保。 

 

サービス：内国民待遇，最恵国待遇， 

現地における拠点設置要求禁止を 

約束するとともに，サービス貿易促進 

のため，関連規制等に関する透明性 

を確保。 

 

政府調達：両国の政府調達手続へ 

の参加を促進するため，内国民待 

遇，無差別待遇，調達の効果を減 

殺する措置の禁止，及び手続の 

透明性を確保。 

 

ビジネス環境整備：両国のビジネス 

環境整備について協議するメカニズ 

ムであるビジネス環境整備小委員会 

を設置。政府関係者に加えて，関 

係民間部門，諸機関の関係者も参加。 

 

その他，税関手続，金融サービス， 

商用目的での国民の入国及び一時 

的滞在，知的財産，競争等の分野 

で包括的な連携を促進。 

統計出典： 

2005年財務省貿易統計 

● 鉱工業品の貿易 

→ ほぼ全ての鉱工業品につき，１０年以内に関税撤廃 

・精製銅：１０年間での段階的関税撤廃 

● 農林水産品等の貿易 

・ギンザケ・マス：１０年間での段階的関税撤廃 

・ワイン(ボトル)：１２年間での段階的関税撤廃 

・牛肉，豚肉，鶏肉等：関税割当を設定 

・林産品(合板等を除く)：即時又は段階的関税撤廃 

 

● 鉱工業品の貿易 

→ ほぼ全ての鉱工業品につき，１０年以内に関税撤
廃 

・自動車／一般機械／電気電子製品 ：即時関税撤廃 

● 農林水産品等の貿易 
・我が国輸出関心品目の関税撤廃： 

       緑茶，ながいも，柿，日本酒等 

②多分野で包括的な 

連携を促進 

①物品の貿易 

日本市場へのアクセスの改善 

チリ市場へのアクセスの改善 

－日本企業による対チリ貿易・投資環境の改善（チリは米，ＥＵ，韓国，中国等４０ヶ国以上とＦＴＡ締結済み） 
－銅を始めとする鉱物資源の安定供給確保に寄与（チリは，銅，モリブデン等の対日最大供給国） 
－日本から南米地域への経済進出拠点の確保（政治民主化・経済発展→南米の模範国，域内で多くのＦＴＡ等

締結） 

締結の意義 
 ２－４ 日・チリＥＰＡ＜協定の概要＞ 

輸出総額 

約1,040億円 

輸入総額 

約5,654億円 



○ 日本にとり第７位の貿易相手国（２０１０年財務省貿易統計）であり，主要な投資先（日本にとり第７位の投資

先，ＡＳＥＡＮではシンガポールに次いで２位，日本銀行ＨＰ２００９年末対外直接投資残高より）であるタイと

の間の貿易投資拡大による更なる経済緊密化に寄与。 

○ 東アジア地域の経済連携強化への大きな推進力。 

○ ２００７年１１月発効。我が国にとって，日・シンガポール，日・メキシコ，日・マレーシア，日・チリに続き発効す

る５つ目のＥＰＡ。 

双方９割以上の貿易を自由化 

 

他分野でも包括的に連携を推進 
 

 
税関手続：貿易の円滑化を図るため，税関手続の透明化，簡素化及び協力・
情報交換を推進。 
 
相互承認：日タイの電気用品にかかわる適合性評価の結果を相互に受け入
れる。これにより，双方の電気製品の適合性検査が自国内で実施可能とな
り，貿易手続が簡素化されることになる。 
 
サービス：タイ側は，製造業関連サービス（卸売・小売サービス，保守・修理
サービス），海運サービス等の自由化の約束を改善。 
 
投資：タイ側は，ほとんどの製造業分野において，日本の投資家に対し，現
状の投資政策をより制限的に変更する意向のないことを確認。 
 
人の移動：日本側は一定の要件の下でのタイ料理人，指導員（タイ伝統舞踊，
タイ音楽，タイ料理等）の入国・一時的滞在を約束，介護福祉士，スパ・セラ
ピストについては継続協議。タイ側は就労目的の在留許可要件，就労に係る
手続について約束。 
 
知的財産：手続の簡素化・透明化，知的財産権保護の強化，権利行使の強
化等。 
 
競争：両国競争当局は，執行活動に係る通報，情報交換等で協力。 
 
協力：農林水産業，教育・人材養成，ビジネス環境の向上，金融サービス，情
報通信技術，科学技術・エネルギー・環境，中小企業，観光並びに貿易及び
投資の促進の９分野で協力。 

日タイ貿易構造 
2010年財務省貿易統計 

 

 

 

➢鉱工業品 

❏タイによる市場アクセスの改善 

・鉄鋼：全ての関税を１０年以内に撤廃。このうち全輸出

額の約半分が即時撤廃（無税枠を含む） 

・自動車：3000cc超は現行税率80％を４年目までに60％

まで段階的引き下げ，3000cc以下については再協議 

・自動車部品：原則5～7年後に関税撤廃 

➢農林水産品 
❏日本による市場アクセスの改善 
・関税即時撤廃：熱帯果実 
（マンゴー，マンゴスチン，ドリアン 等），
えび・えび調製品， 

・関税削減：鶏肉・鶏肉調製品 

 

タイからの輸入額の約92％が無税に(2004年財務省統計） 
 

タイへの輸出額の約97％が無税に（2003年タイ貿易統計） 
 

 

日←タイ 日→タイ 

  

  

  

  

  
  

機械類・電気機器 

6,369億円 36% 

その他 

3,244億円 18% 

輸送機器 

830億円 5% 

農林水産品 

2,733億円 15% 

プラスチック・ゴム製品 

1,554億円 9% 

鉄鋼・金属 

723億円 4% 

化学工業製品 

1,577億円 9% 

精密機器 
640億円 4% 

総輸出額 

2兆9,086億円 

（2010年） 

日本にとって第6位 

鉄鋼 ・ 金属 
5,153億円 

18% 

精密機器 
527億円 

  
2% 

化学工業製品 
2,862億円 

  10% 

プラスチック・ゴム製品 
978億円   

3% 

輸送機器 
3,572億円 

12% 

1兆3,249億円 

46% 

その他 
2,745億円   

9% 

機械類・電気機器 

総輸入額 

（2010年） 
日本にとって第10位 

１兆7,669億円 

２－５日・タイＥＰＡ＜協定の概要＞ 

２０１１年４月１日以降（５年目）の再協議 
豚肉，パイナップル缶詰・果汁，かつお・マ
グロ（生鮮・冷凍）等（日本側：6桁ベースで
174品目，9桁ベースで343品目） 



１．物品の貿易（往復貿易額（2004年5月- 

2005年4月貿易実績）の約９２％が無税に） 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱへの市場アクセス改善 

→ｲﾝﾄﾞﾈｼｱへの輸出額の約90%が無税に（2004年5月-2005年
4月貿易実績）（下記３．の鉄鋼の特定用途免税を含めると推計
ベースで実質96%前後） 

１．自動車・同部品(0-60%)：大部分が段階的関税撤廃 

２．電気・電子機器(0-15%)：即時或いは段階的に関税撤廃 

３．鉄鋼(0-20%)：自動車・同部品，電気・電子，ｴﾈﾙｷﾞｰ，建設機
械等の用途に供する輸入品に対する免税措置 

４．温帯果実(5%)：りんご，ぶどう，かき等の即時関税撤廃 

●日本にとり第11位の貿易相手国（往復貿易額：2006年財務省貿易統計）であり，主要な投資先 

●ＡＳＥＡＮとの経済連携強化のための大きなｽﾃｯﾌﾟ（ＡＳＥＡＮ原加盟国とは全て二国間ＥＰＡを締結又は署名済み。） 

●エネルギー・鉱物資源（天然ガス，石油，石炭等）の安定供給に資する枠組み 

●2008年7月1日，発効 

 

●投資 

 内国民待遇，最恵国待遇，特定措置の履行要求
禁止，国対投資家の紛争解決等の質の高い投資
ルールを規定。 

●サービス 

①更なる自由化を含む高い約束を得た分野：金
融，建設，観光，映像・音響，製造業関連 

②進出済みの日本企業が与えられた条件の保護
を確保した分野：金融，コンピューター関連 

●自然人の移動 

 短期商用訪問者，企業内転勤者，看護師・介護
福祉士候補者等の入国及び一時的な滞在を約
束。 

●エネルギー・鉱物資源 

 エネルギー・鉱物資源の安定供給に資する枠組
みの提供（例：投資促進・円滑化のための協力，協
議メカニズムの導入，新たな規制措置導入の際の
通報・既存の契約関係の混乱回避，輸出許可手続
の透明性確保）。 

●その他 

 税関手続，知的財産，競争，ビジネス環境整備，
協力（製造業，農林水産業，貿易投資促進，人材
育成，観光，情報通信技術，金融サービス，政府
調達，環境の９分野）についての枠組みを規定。 

２．多くの分野で包括的な連携を推進 

日本への市場アクセス改善 
→ｲﾝﾄﾞﾈｼｱからの輸入額の約93%が無税に（2004年5月-2005

年4月貿易実績) 

１．鉱工業品：ほぼ全ての品目で即時関税撤廃 

２．熱帯果実 

・生鮮バナナ：関税割当；年間1,000 t（10%,20%→0%）  

・生鮮パイナップル（900g未満）：関税割当；段階的に割当て数
量を増やし５年目には，年間300 t （17%→0%）    

３．林産物（合板を除く）の即時関税撤廃（0～6%→0%）  

４．えび，えび調製品の即時関税撤廃（1～5.3%→0%）  

５．ソルビトール（菓子，佃煮等に使う甘味料）の関税割当；年間
25,000 t （枠内税率：3.4% ），枠外税率の削減（７年間で
17%→12%）等 

２－６ 日・インドネシアＥＰＡ＜協定の概要＞ 



締結の意義（２００８年７月３１日発効） 
－ＡＳＥＡＮ全体との経済連携強化のための一つのステップ 
（ASEANの「オリジナル６」とは全て二国間EPAを署名・締結済み） 
－エネルギー資源（天然ガス，石油）の安定供給に資する枠組み提供  

ﾌﾞﾙﾈｲへの輸出額の99.94％
が無税に (2005年の無税割合約

32％）(2005年ﾌﾞﾙﾈｲ貿易統計) 
 

ﾌ ﾞ ﾙ ﾈ ｲ か ら の 輸 入 額 の
99.99％が無税に(2005年の無
税割合約99.9％) 
 
 

● 日本側の市場アクセス改善 

❏鉱工業品                   

 ほぼ全ての品目につき即時関税撤廃 

❏農林水産品  

（関税撤廃を行う品目例）   

・アスパラガス，マンゴー，ドリアン：即時関税撤廃 

・野菜ジュース，カレー調製品：段階的関税撤廃   

・林産品(合板等を除く)：即時又は段階的関税撤廃 

・えび：即時関税撤廃 

● ブルネイ側の市場アクセス改善 
❏鉱工業品 
・自動車（乗用車，バス，トラック等）：３年以内に関税 

 撤廃（２０％→０％） 

・自動車部品：ほぼ全ての品目につき３年以内に関税 

 撤廃（２０％→０％） 

・電気・電子製品，産業機械：ほぼ全ての品目につき 

 ５年以内に関税撤廃（５～２０％→０％） 
❏農林水産品 
・ほぼ全ての農林水産品につき，即時又は段階的 
 関税撤廃          

往復貿易額の約99.9％を１０年以内に関税撤廃 
（統計出典：２００５年財務省貿易統計） 

ブルネイからの 

輸入総額 

約２５２５億円 

ブルネイへの 

輸出総額 

約１１５億円 

多くの分野で包括的な連携を推進 

税関手続 

貿易の円滑化の観点から，税関手続の予見可能性，一貫性及び透明性 

並びに関税法の適切な適用及び通関の迅速化を確保するとともに，当局 

間の協力・情報交換を促進。 

投資 

内国民待遇，最恵国待遇，特定措置の履行要求の禁止を含め，投資の保 

護の強化とより自由な投資の枠組みを整備。 
サービス貿易 

市場アクセス，内国民待遇，最恵国待遇，透明性等，サービス貿易促進 

のための規律と枠組みを整備し，ＷＴＯでの約束を超えたサービス貿易 

自由化を相互に約束。 

エネルギー 

エネルギー分野において規制措置を取る際の既存の契約関係への十分な 

配慮及び相手国への通報・協議の実施，環境への配慮，協力，ニ国間の 

協議メカニズムを規定し，エネルギー分野において安定的で両国の利益 

となるような関係を維持・強化。 

ビジネス環境整備 

知的財産の保護及び政府調達市場の自由化をビジネス環境整備の要素と 

して位置付け。協議の枠組みとして政府関係者及び必要に応じて関連民 

間部門の関係者が参加するビジネス環境整備小委員会を設置。 

協力 

二国間の経済連携の強化のため，以下の１０分野について協力を実施。 

①貿易投資促進，②中小企業，③農林水産業，④観光，⑤教育・人材養成，  

⑥情報通信技術，⑦科学技術，⑧環境，⑨知的財産，⑩陸上交通 

 

その他 9.2%

ゴム及びその製
品 1.9%

セメントクリンカー
4.8%

管及び管用継手
13.1%

車両及びその
部品  71.0%

原油
22.4%

液化天然ガス
77.6%

２－７ 日・ブルネイＥＰＡ＜協定の概要＞ 



90% 

即時関税撤廃 

段階的関税撤廃    
（10年以内） 

93% 
関税率を一定水準以下
にする又は除外 

貿易額 

基準 

90% 

関税率を一定水準以下
にする又は除外 

＜日本側モダリティ＞ ＜アセアン６（ﾌﾞﾙﾈｲ，ｲﾝﾄﾞﾈｼ
ｱ，ﾏﾚｰｼｱ，ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ，ﾌｨﾘﾋﾟ

ﾝ，ﾀｲ）のモダリティ＞ 

即時関税撤廃 

段階的関税撤廃 

（10年以内） 

ASEAN新規加盟国（カンボジア，ラオス，ミャンマー，
ベトナム）：ASEAN６に比べ，各々の経済発展段階に
応じた差を設ける。 

貿易額 

基準 

○ 鉱工業品については，殆どの物品について，
１０年以内に関税撤廃を行う。 

○ 農林水産品については，守るべきは守りなが
ら，ASEAN側の関心品目について，関税削減
等を通じ，日本側として可能な努力を行った。  

日
本
側
の
オ
フ
ァ
ー 

○ 原産地規則の累積によって裨益する効果が
大きい品目（例えば，薄型テレビや薄型テレビ
パネル，自動車部品等）については，殆どの国
において，十分な関税の撤廃・削減が約束さ
れる等，質の高い内容を実現した。  

ア
セ
ア
ン
側
の
オ
フ
ァ
ー 

我が国初の複数国間の経済連携協定（EPA）。我が国と緊密な関係を有するASEANとの戦略的関係を強化するも
の。 

本協定は，物品貿易の自由化・円滑化の他，（１）知財・農林水産分野（違法伐採対策を含む）での協力や（２） サービ
ス貿易，並びに投資の自由化及び保護についての今後の交渉等も規定している。  

2012年に、我が国企業等によるAJCEPの特恵関税の利用は約5，000件に上る。 

協定の意義と概要 

2005年 4月 AJCEP協定の交渉開始。以来，１１回の正式交渉会合を開催。 

2007年11月 日ASEAN首脳会議にて物品貿易等について交渉妥結を報告。 

2008年12月より順次発効。以降合同委員会を定期的に開催。 

2010年10月  投資及びサービス分野について交渉を開始。  

2013年12月  日ASEAN特別首脳会議にて投資章及びサービス章交渉について実質合意を歓迎。 

日・ASEAN包括的経済連携（AJCEP）協定の概要 

交渉経緯等 

各国の物品貿易自由化の方式 

 

 

ミャンマー 

タイ 

カンボジア 

マレーシア 
ブルネイ 

ベトナム 

ラオス 

フィリピン 

ASEANへの輸出 

（2012年） 

 輸出総額： 10.3兆円 

ASEANからの輸入 

（2012年） 

輸入総額：10.3兆円 

シンガポール 

インドネシア 

統計出典：財務省貿易統計 

平成２６年１月  
外務省 

天然ガス及び

製造ガス, 
19.1% 

電気機器, 
14.0% 

石油及び同製

品, 13.8% 

一般機械, 6.1% 

石炭・コーク

ス及びれん

炭, 3.6% 

金属鉱及びく

ず, 3.5% 

衣類及び同附

属品, 3.4% 

魚介類及び同

調製品, 3.0% 

木製品及びコ

ルク製品（除家

具）, 2.5% 

輸送用機器, 
2.3% 

その他の雑製

品, 2.2% 

生ゴム, 1.9% 

精密機器類, 
1.7% 

その他, 23.0% 

一般機械, 
23.3% 

電気機器, 
20.1% 輸送用機

器, 14.2% 

鉄鋼, 
9.9% 

非鉄金属, 
2.9% 

石油及び

同製品, 
2.9% 

プラスチッ

ク, 2.7% 

金属製

品, 2.6% 

その他

の雑製

品, 2.2% 

元素及び

化合物, 
1.9% 

精密機器

類, 1.9% 

その他, 
15.2% 



サービス：コンピュータ，流通，金融，海運等で 
WTOを超える自由化約束（外資制限緩和等） 

投資：内国民待遇及び最恵国待遇の付与，特
定措置の履行要求の禁止 

知的財産：知的財産制度の透明性向上，権利
行使の強化，協議メカニズムの設置，知的財
産分野での協力 

競争：反競争的行為に対する取組による競争
の促進及びその分野での協力 

ビジネス環境の整備：相手国企業等からの苦
情・照会を可能とする委員会を設置 

協力：人材育成，金融サービス，情報通信技
術，エネルギー・環境，科学技術，貿易・投資
促進，中小企業，観光，運輸，道路整備の１０
分野 

人の移動：短期の商用訪問者，企業内転勤
者，看護師・介護福祉士等 

包括的に連携を推進 

 輸出額の約９７％が無税に 

輸入額の約９２％が無税に 

往復貿易額の約９４％で関税撤廃 

 
 

両国間の貿易投資自由化・拡大，相互依存関係深化の法的枠組

み整備  

２－９ 日・フィリピンＥＰＡ＜協定の概要＞ 

協定の意義 ～2006年9月署名，2008年12月発効～ 

➢我が国からの対フィリピン鉱工業品 
輸出        
→ほぼ全ての鉱工業品につき１０年以内に関 
税撤廃 
 
鉄鋼 ：日本からの輸出量の６０％以上について関

税を即時撤廃（無税枠を含む） 
自動車：現地組立車用部品のうち比で生産されて

いないものは関税即時撤廃，その他の部
品は即時～１０年以内に関税撤廃 

   ：３０００cc超の乗用車・バス・トラック
等は原則２０１０年に関税撤廃，３００
０cc以下の乗用車は段階的な関税削減の
後２００９年に再協議 

 

➢農林水産品 
❏日本市場へのアクセスの改善 
・バナナ（小さい種類のもの）：１０年間で関税撤
廃，その他の種類も関税削減 
・パインアップル（９００ｇ未満のもの）の関  
税割当：枠内無税（１年目１０００トン→ ５年目
１８００トン） 
・水産物：キハダマグロ，カツオ（協定発効後５年
間で関税撤廃） 
 
❏フィリピン市場へのアクセスの改善 
・我が国輸出関心品目の温帯果実の関税即時撤 
廃：ぶどう，りんご，なし等 
 



日本・ベトナム経済連携協定（ＥＰＡ）の意義 

関税の撤廃・削減，サービス貿易の自由化及び関連分野の連携強化を図ることにより，日・ベトナム間の貿易 

の拡大，投資活動の促進及び経済関係全般の強化に貢献する。ベトナムにとっては初めての二国間ＥＰＡ。      

 

ベトナムは日本からの輸入
の約88％を10年間で無税に 

日本はベトナムからの輸入
の約95％を10年間で無税に 
 

 税関手続：税関手続の簡素化の促進，水際取締に係る当局間の協
力の促進 

 衛生植物検疫措置(SPS)：情報交換，科学的協議及び協力に関す
る議論などを行う協議メカニズムの設置 

 強制規格，任意規格及び適合性評価手続(TBT)：技術的協議及び
適合性評価の結果受入れ促進等を行う協議メカニズムの設置 

 自然人の移動：特定の分野についてそれぞれ定める条件に従って
自然人の入国及び滞在を約束。※発効後の追加的交渉の結果,看
護師・介護福祉士候補者受入れを決定（2011年10月首脳会談）。 

 サービスの貿易：サービス貿易の一層の自由化を目的とした基本
ルールの強化 

 知的財産：知的財産保護制度の効率的かつ透明な運用を促進 
 競争：競争の促進及び競争政策の強化等についての協力の促進 
 協力：８つの分野において協力を促進 
 ビジネス環境整備：相手国に進出した企業が直面する様々な問題を

解決するための仕組みを設置      

 

交渉の経緯 

 

２００５年１２月 
交渉立ち上げのた
めの共同検討会合

の開始を決定 
（首脳会談：東アジ

ア首脳会議） 
 

２００６年２月，４月 
２回の共同検討 

会合を開催 
 

２００６年１０月 
正式交渉開始決定 

（首脳会談) 
 

２００７年１月～ 
２００８年９月 

９回の正式交渉会
合及び６回の中間

会合を開催 
 

２００８年９月 
大筋合意 

 
２００８年１２月 

署名 
（日本側外務大臣・

越側商工大臣 
の会談） 

 

２００９年１０月 

発効 

往復貿易額の約92％を 
協定発効後10年間で関税撤廃 

2006年ベトナム貿易統計 

無税 
66.4% 

有税 
33.6% 

その他無税 
8.3% 

魚介類 
11.6% 

石油・燃料 
17.0% 

一般機械 
6.2% 

雑品 
5.5% 

農林 
水産品 

4.4% 

化学 
工業 
製品 
3.7% 

繊維衣料 
製品 
2.5% 

電気機械 
18.8% 

皮革・履物  
4.0% 

その他有税  
2.5% 

水産 
加工品 

3.4% 

繊維衣料 
製品 
11.9% 

 
ベトナム→日本 

6,104億円 

一般機械 
16.7% 

電気機械 
8.8% 

化学工業製品 
10.5% 

有税 
53.8% 

無税 
46.2% 

その他有税 
7.8% 自動車 

3.5% 

鉄鋼・鉄鋼製品 
7.4% 

電気機械 
7.7% 

一般機械 
8.1% 

繊維衣料製品 
8.8% 

その他 
無税 
1.1% 

鉄鋼・ 
鉄鋼製品 

7.3% 

化学工業製品 
5.9% 

金属製品 
（除く鉄鋼） 

2.8% 

精密機械 3.6% 

. 

日本→ベトナム 
5,460億円 

参考：16年以内では約93％が無税に 2006年財務省貿易統計 

日本側の市場アクセス改善 
❏ 鉱工業品：ほぼ全ての品目については即時関税撤廃 
❏ 農林水産品：農産品では，ドリアン，オクラ，冷凍ほうれん

草，スイートコーン，天然はちみつ（関税割当）等の農産品，
合板等を除く林産品，えび・えび調製品，冷凍たこ及び冷凍
たちうお等水産品のアクセス改善 

 
ベトナム側の市場アクセス改善 
 鉱工業品：ボルト・ナット，ギアボックス，エンジン・エンジン

部品等の自動車部品，熱延鋼板，亜鉛めっき鋼板及び冷延
鋼板等の鉄鋼製品，フラットパネル，DVD部品，デジタルカ
メラ，カラーテレビ等電気電子製品・部品のアクセス改善 

 農林水産品：切花，りんご，なし，みかん，太平洋さけ等の
アクセス改善 
 

          

日・ベトナム経済連携協定の各分野の要旨               

２－１０ 日・ベトナムＥＰＡ＜協定の概要＞ 



 

 
日・スイス経済連携協定の意義 
－我が国にとって，欧州の国との間の初の協定。経済分野における両国の一層の関係強化に寄与。 
－日・スイス両国の関税の撤廃・削減による市場アクセスの改善。 
－原産地証明制度について，従来の第三者証明制度に加え，我が国のEPAでは初めて認定輸出者による原産地申告制度を導入。 

－サービス貿易，投資及び知的財産分野においても高いレベルの成果。また，我が国のEPAでは初めて電子商取引章を設置。 

－往復貿易額の99%以上を占める物品の関税を発効10年以内に撤廃 
 

 
  

□物品貿易 

スイス市場へのアクセスの改善 

（日本からの輸入額の約99%が無税 ） 

鉱工業品：すべての品目につき即時関税撤廃 

農林水産品：清酒，盆栽，長いも，メロン，干し柿，味噌等につ
いて即時関税撤廃 

日本市場へのアクセスの改善 

（スイスからの輸入額の約99%が無税） 

鉱工業品：ほぼ全ての品目につき即時関税撤廃 

農林水産品： 

・インスタントコーヒー，アロマオイル，食品添加物（ペクチン）
等：即時関税撤廃 

・一部のスイス特産のナチュラルチーズ，チョコレート等：関税
割当て 

・ワイン：段階的関税撤廃 

 

□原産地規則：第三者証明制度に加え，我が国のＥＰＡでは初めて認定輸
出者による原産地申告制度を導入。 

□投資：投資の保護の強化及び自由化に関する規律。 

□サービス貿易：WTOを大きく越える自由化を約束。 

□知的財産：知的財産の保護・強化，模倣品・海賊版対策を含む権利行使
の面での協力について規定。  

□自然人の移動：スイス側は滞在許可証の人数制限を我が国には適用し
ないこと等を約束。 

□税関手続：税関手続の透明性を確保，協力・情報交換を推進。 

□電子商取引：我が国のEPAでは初めて電子商取引章を設置。 

□競争：双方の競争当局が適切な措置を執ることを確認するとともに，当局
間の具体的な協力手続等について規定。 

□経済関係緊密化：政府関係者・民間部門による経済関係の緊密化に関
する小委員会の設置に合意。 

日スイス経済連携協定の各分野の要旨 
交渉の経緯 
  
2005年4月 
政府間共同研究会
の開始を決定 
（首脳会談） 
 
2005年10月～06年
11月 
共同研究会を5回開
催 
 
2007年1月 
交渉開始を決定 
（首脳電話会談） 
 
2007年5月～08年6
月 
7回の交渉会合 
 
2008年9月 
第8回会合の結果を
受け大筋合意 
 
2009年2月 
署名 
 
2009年9月 
発効 
 

２－１１ 日・スイスＥＰＡ＜協定の概要＞ 

スイスの日本からの輸入 

総額：2,875億円 

（2006年スイス貿易統計） 

日本のスイスからの輸入 

総額：5,937億円 

（2006年財務省貿易統計） 

日スイス間の
貿易構造 

mailto:?subject=旗の画像&body=スイスの画像はこちら
http://www.sarago.co.jp/nfgrp/sch.gif

その他の国旗はこちら
http://www.sarago.co.jp/i/index.html
http://www.enuesu.co.jp/flag2/img/mkd-kokki-1.jpg


鉱物性燃料 
37.2% 

化学製品 
11.3% 

水産品 
5.8% 機械類 

5.7% 

ダイヤモンド 
5.4% 

飼料4.5% 

鉄鋼3.8% 

その他 
26.4% 

一般機械 
28.2% 

鉄鋼 
16.3% 

電気機器 
15.3% 

化学製品 
10.7% 

輸送用機器 
6.3% 

金属製品 
3.4% 

鉱物性燃料 
2.8% 

ゴム製品 
1.5% 

その他 
15.5% 

日印間の貿易構造 

◇他分野でも包括的に連携を推進 
 

原産地規則：迂回貿易の防止の観点から、一般規則としてより厳格なルールを採用しつつ、我が国が輸出に関心
を有する多くの産品については、より貿易促進的なルールを採用した。 
 

税関手続：税関当局間で税関手続の簡素化・調和及び効果的な取締り確保のための協力・情報交換について規定。 
 

サービスの貿易：インド側は、電気通信、流通、金融等、日本側は実務、環境等に関し、市場アクセス及び内国民
待遇に係る約束をＷＴＯにおける約束水準よりも改善する。 
 

自然人の移動：両国とも、短期の商用訪問者、企業内転勤者、投資家及び専門家を含む自然人の移動に関し、Ｗ
ＴＯにおける約束水準を上回る約束を行う。また、両国の自然人の入国・滞在に係る要件及び手続の透明性を向上
させる。 
 

投資：内国民待遇、投資財産設立後の最恵国待遇、特定措置の履行要求の禁止、国対投資家の紛争解決を始め
とする投資自由化・保護を規定。 
 

知的財産：両国は、知的財産の十分にして効果的かつ無差別的な保護を確保するとともに、権利取得に係る手続
の簡素化の措置をとる。また、具体的な知的財産の保護水準に関し、コンピュータ・プログラムを含む発明の特許
保護可能性や、広く認識されている商標の更なる保護といったＷＴＯ協定水準を超える知的財産保護を規定。 
 

協力：両国間の経済連携の強化を図ることを目的として、環境、貿易・投資促進、情報通信技術、エネルギー、観光
等の分野において協力を促進する。 
 

ビジネス環境整備：両国政府、民間部門及びその他の関係機関の参加を得て、事業活動を遂行する両国の企業
のためのビジネス環境の整備に資する仕組みを提供する。 
 

ＴＢＴ・ＳＰＳ（強制規格、任意規格及び適合性評価手続並びに衛生植物検疫措置）：情報交換、相互承認の取決め
に至る段階的アプローチ等の協議メカニズムを設置する。後発医薬品の承認審査においては、国内法令の要求を
満たしている場合、相手国からの申請に対し、内国民待遇を与え、合理的な期間内に手続を完了させる。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

往復貿易額の約94％につき 
協定発効後10年間で関税撤廃 

◇物品の貿易 
 

日本側の主な市場アクセス改善品目 
❏ 鉱工業品 
 ほぼ全ての品目について関税撤廃 
 

❏ 農林水産品 
 以下のような品目について関税撤廃 
ドリアン (2.5%※)、スイートコーン (6%)、カレー 
(3.6%※)、紅茶 (3kg超・飲用) (2.5%※)、製材 (3.6%※)
、えび (1-2%)、えび調製品 (3.2※-5.3%) 
 

インド側の主な市場アクセス改善品目 
❏ 鉱工業品 
 以下のような品目について関税撤廃 
・自動車部品 ： エンジン関連部品(7.5～10%)、マフ
ラー (10%) 
・鉄鋼 ： 熱延鋼板 (5%)、冷延鋼板(5%)、亜鉛めっき
鋼板(5%)、合金鋼 (5%) 
・電気電子製品 ： DVDプレーヤー (10%)、ビデオカ
メラ (10%) 
・産業機械 ： トラクター (10%)、ブルドーザー (7.5%) 
 

❏ 農林水産品 
 以下のような品目について関税撤廃 
盆栽 (5%)、ながいも (30%)、桃 (30%)、いちご (30%)、
柿 (30%)  
    

日本→インド 

8,237億円 

（2013年） 

日本はインドからの輸入の約
97％を10年間で無税に 

(2006年 財務省貿易統計） 

 

インドは日本からの輸入の約
90％を10年間で無税に 

(2006-07年インド貿易統計） 

 

日・インド包括的経済連携協定の意義 

アジア第３位の経済規模を有し、近年著しい経済成長を続けるインドとの間で、貿易の自由化・円滑化、投資の促進、関連分野の
制度整備を図ることにより、ビジネス・チャンスの更なる拡大とともに、両国間の経済関係の一層の強化、ひいては日インド関係全
体の緊密化が期待される。 

 

インド→日本 

7,031億円 

（2013年） 

交渉の経緯 
 

2004年11月 
日印共同研究会

（JSG）立ち上げに合
意 
 

2005年7月 
～2006年4月 

４回のJSGを実施 
 

2006年12月 
交渉開始を決定 

 
2007年1月 

～2010年 9月 
14回の正式会合と多
数の中間会合を開催 

 
2010年 9月 
大筋合意 

 
2010年 10月 

交渉完了を宣言 
 

2011年 2月 
署名 

 
2011年 8月 

発効 

 

２－１２ 日・インドＥＰＡ＜協定の概要＞ 

出典：財務省貿易統計 出典：財務省貿易統計 

（カッコ内は現行関税率（※印は一般特恵税率）） 



交渉の経緯 
 

2008年11月 
日ﾍﾟﾙｰ首脳会談で 
ＥＰＡ交渉開始を 
前向きに検討する

ことで一致 
 

2009年2月 
日ﾍﾟﾙｰ外相会談で 
準備会合実施合意 

 
2009年3月 

準備会合を開催 
 

2009年4月 
日ﾍﾟﾙｰ首脳電話会
談で交渉開始決定 

 
2009年5月 

～2010年11月 
7回の正式会合と 
中間会合を開催 

 
2010年11月 
交渉完了 

 
2011年5月 

署名 
 

2012年3月 
発効 

 

日ペルー間の貿易構造 

往復貿易額の99％以上を 
協定発効後10年間で関税撤廃 

◇物品の貿易 
 
日本側の主な市場アクセス改善品目 
 

❏ 鉱工業品：ほぼ全ての品目 
 

❏ 農林水産品：鶏肉・鶏肉調製品，アスパラガス
，とうもろこし（菓子用・飲料用）等の農産品，製
材等の林産品，アメリカおおあかいか等の水産品 

 
ペルー側の主な市場アクセス改善品目 
 

❏ 鉱工業品：乗用車，二輪車等の自動車， 
サスペンション，ガスケット，伝動軸，強化ガラス
等の自動車部品，ボルト・ナット等の鉄鋼製品，テ
レビ，ブルーレイディスクレコーダー，リチウムイ
オン電池，鉛蓄電池等の電気・電子製品，医薬品，
ボールペン 等  
 

 

❏  農林水産品：ながいも，りんご，梨，柿，緑茶，
清酒 等  

  

日本はペルーからの輸入の
99％以上を10年間で無税に    

（２００８年財務省貿易統計) 

 

ペルーは日本からの輸入の
99％以上を10年間で無税に 
（２００８年ペルー側貿易統計（注）） 

（注：ただし,中古品は関税撤廃の対象外） 

日・ペルー経済連携協定の意義 

豊富な資源と高い経済成長を背景に近年ますます注目を集める中南米地域において，安定した自由主義的経済政策を堅持する主要国の一
つ。貿易の自由化・円滑化，投資の促進，関連分野の制度整備を図ることにより，ビジネス・チャンスの更なる拡大に資するとともに，両
国間の経済関係の一層の強化，ひいては日ペルー関係全体の緊密化が期待される。 

 

２－１３ 日・ペルーＥＰＡ＜協定の概要＞ 

2010年財務省貿易統計 

◇多くの分野で包括的な連携を推進 
 

原産地規則：第三者証明制度に加え，認定輸出者による原産地申告制度等を規定。 
 

税関手続及び貿易円滑化：税関手続の透明性・通関の迅速化を確保する枠組みを規定。
両国間の協力・情報交換について規定。 
ＳＰＳ・ＴＢＴ：情報交換等を行う小委員会を設置。ＴＢＴ章では,透明性の向上等につ
いて改訂。 
 

国境を越えるサービスの貿易：内国民待遇，最恵国待遇等の原則の下，例外となる国内
措置等を明確化。ＷＴＯでの約束を超えたサービス貿易自由化を約束。 
 

商用目的の国民の入国及び一時的な滞在：両国の短期商用訪問者，企業内転勤者，投資
家，専門家等の入国及び一時的滞在について約束。 
 

政府調達：内国民待遇，無差別待遇，調達の効果を減殺する措置の禁止，透明性の確保
等に関し規定。 
 

知的財産権：十分にして効果的かつ無差別な知的財産保護，知的財産権を行使するため
の措置，並びに制度の運用における効率性及び透明性の促進について規定。 
 

競争：反競争的な行為に対する規制措置，そのための当局間協力に関する手続等につい
て規定。 
 

ビジネス環境の整備：両国政府，民間企業，及びその他の関係機関の参加を得て，ビジ
ネス環境向上に資する仕組みを提供。 
 

協力：貿易・投資の促進，製造業，漁業，科学技術及び環境，情報通信技術，観光，農
業，運輸の各分野において協力を促進。 
 

投資：既存の日・ペルー投資協定の規律を組み込み。 

鉄鉱石
2.6%

亜鉛及び
同合金
1.8%

鉛鉱
2.8%

亜鉛鉱
8.5%

石油製品
6.4%

銅及び
同合金
4.1%

魚の粉
及びミール

9.3%

銅鉱
59.2%

  その他
5.4%

（ペルー→日）

1,903億円

  その他
13.6%

自動車の
部分品

1.5%

建設用・
鉱山用機械

1.3%

原動機
2.0%

石油製品
3.0%

ゴムタイヤ
及びチューブ

5.5%

鉄鋼のフラット
ロール製品

8.7%

自動車
64.2%

（日→ペルー）

863億円

2010年財務省貿易統計 2010年財務省貿易統計 



日・豪経済連携協定 
Agreement between Japan and Australia for an Economic Partnership 

◆意義
○戦略的パートナーである豪州との経済連携の強化・二国間関係の緊密化（これまでの二国間EPAパートナーで最大の貿易相手国） 
○豪州市場における日本企業の競争力を確保しつつ，エネルギー・鉱物資源，食料の安定供給を強化 
○アジア太平洋地域のルール作りを促進（貿易，投資，知的財産，競争，政府調達等） 

自動車 
45.2% 

石油製品 
18.9% 

ゴムタイヤ及び

チューブ 
3.6% 

建設用・ 

鉱山用機械 
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自動車部品 
2.4% 

事務用機器 
1.6% 

原動機 
1.3% 

貴石等の 

製品類 
1.3% 

鉄鋼のフラット 

ロール製品 
1.1% 

それ以外 
21.3% 

日本は豪州にとり 
第2位の貿易相手国 

日本→豪州 

約１．７兆円 

（２０１３年） 

石炭 
29.8% 

石油ガス類 
29.4% 

鉄鉱石 
19.9% 

非鉄金属鉱 
4.0% 

牛肉（生鮮 

・冷凍） 
2.7% 

原油及び 

粗油 
1.9% 

アルミニウム

及び同合金 
1.9% 

パルプ 

ウッド等 
1.0% 

チーズ及び

カード 
0.8% 

その他 
8.6% 

豪州→日本 

約５．０兆円 

（２０１３年） 

◆日本市場へのアクセス 
 

鉱工業品：ほぼ全ての品目につき即時～10年間で関税撤廃 
農林水産品： 
 コメ：関税撤廃等の対象から除外 
 小麦：食糧用：将来の見直し 
    飼料用：食糧用への横流れ防止措置を講じた上で 
        民間貿易に移行し無税化 
 牛肉：冷凍：段階的に18年目に19.5％まで削減（現行税率38.5％） 
       冷蔵：段階的に15年目に23.5％まで削減（現行税率38.5％） 
  ※輸入量が一定量を超えた場合に関税率を引き上げる 
     セーフガードを導入 
 乳製品：脱脂粉乳，バター：将来の見直し 

     プロセスチーズ原料用ナチュラルチーズ：関税割当（枠数量を20年間かけて 
         4,000トンから20,000トンに拡大/枠内は無税・国産品の使用を条件） 
 砂糖：一般粗糖，精製糖：将来の見直し 

    高糖度粗糖：精製用について無税とし，調整金は糖度に応じた水準に設定 
 ボトルワイン：7年間で関税撤廃  

◆交渉の経緯 
 
2006年12月， 
第一次安倍政権時に交
渉開始を決定。 
 
2014年7月， 
安倍総理訪豪時に，総
理とアボット首相が署
名。 

◆日・豪間貿易構造 
 
 協定発効後10年間で， 
 
・往復貿易額の約95％ 
 の関税撤廃 
 
・日本からの輸入額の約99.8%  
 の関税撤廃 
 （2013年豪州貿易統計） 

 
・豪州からの輸入額の約93.7% 
 の関税撤廃 
 （2013年財務省貿易統計） 

 
 
 

（注）食糧用麦（小麦・大麦），牛肉，乳
製品，砂糖については，協定の効力
発生の日の後五年目の年又は両締
約国が合意する他の年のいずれか早
い年において，見直しを行う。また，日
本が第三国に与えた特恵的な市場ア
クセスの結果として日本の市場にお
ける競争力に重大な変化がある場合
に，見直しを行う。（＊） 

◆豪州市場へのアクセス 
 

鉱工業品： 
大部分の品目につき即時関税撤廃 
 自動車：完成車輸出額の約75％が 
         即時関税撤廃,残る完成車も 
     3年目での関税撤廃 
 自動車部品：即時を含む主に3年目以内 
           での関税撤廃 
 鉄鋼：即時又は5年目での関税撤廃 
 一般機械・電気電子機械（いずれも 
  自動車部品を除く。）：即時関税撤廃 
 
農林水産品： 
全ての品目につき即時関税撤廃 

＊見直しに係る協議の結果は予断されていない。 

豪州は日本にとり 
第4位の貿易相手国 



自動車及び 

自動車部品 66.4% 

一般機械 

（建設用 

機械含む） 
 18.5% 

化学工業製品 

（ゴム・タイヤ含む） 

5.1% 

農林産品, 4.7% 

電気機械 1.8% 

精密機械 1.4% その他 2.1% 

石炭 

53.0% 
鉱物性製品 

（ほたる石等）25.0% 

繊維衣料製品 

（カシミヤ製品等） 

15.4% 

一般機械 

（原動機等） 

4.5% 

その他 

2.0% 

出典：2012年 

財務省貿易統計 

  
日本からモンゴルへの無税輸出の割合が，現状の総輸出額の1％未満から
，発効後即時に約50％，10年間で約96％まで拡大 

◆鉱工業品 
   ●自動車及び自動車部品： 
  主力の4500cc以下の完成車(製造後0～3年)は即時関税撤廃，自動車部品及びその

他の完成車はほとんどが10年以内の関税撤廃 (総輸出額の7割弱) 
   ●一般機械： 
  主力の建設用機械(ブルドーザー等)の即時関税撤廃を含む10年以内の段階的関税

撤廃（総輸出額の20％弱） 

◆農林水産品 
   ●切り花，果実，味噌・醤油等： 即時撤廃又は段階的関税撤廃 

◆その他 
    ●清酒及び焼酎： 即時関税撤廃        

出典：2012年 

モンゴル政府統計 

●貿易の拡大やエネルギー・鉱物資源分野等における投資環境の改善を通じて，モンゴルとの「戦略的パートナーシップ」を一層強化。 

●モンゴルからのエネルギー・鉱物資源の安定供給に寄与（石炭，ほたる石，レアメタルを輸入。モンゴルは，金，銅等も産出。）。 

●民主化・市場経済化し，今後も中長期的な高成長が見込まれるモンゴルの経済成長を日本の経済成長に取り込む。 

●物品貿易，サービス，投資，電子商取引，競争，知的財産等のルールを盛り込んだ包括的な協定。モンゴルにとって初の経済連携協定。 

モンゴル←日本 

約399億円 

モンゴル→日本 
約19億円 

日・モンゴル間の貿易構造 

往復貿易額の約96％を 
協定発効後10年間で関税撤廃 

日本はモンゴルからの輸入額の
100％を10年間で無税に     （2012

年財務省貿易統計) 

 

モンゴルは日本からの輸入額の
約96％を10年間で無税に 

(2012年モンゴル政府統計)  

  
 
◆鉱工業品 

ほぼ全ての品目について即時関税
撤廃又は10年以内の段階的関税撤
廃 

  
◆農林水産品  
    ●一部の牛肉調製品等： 関税割当（

現時点で輸入実績なし） 
  
    ●ペットフード： 
  即時関税撤廃又は10年以内の段階

的関税撤廃（現時点で輸入実績なし
） 

 
  
    

日・モンゴル経済連携協定 

交渉の経緯 

意  義 

  

> 2009年7月 
 バヤル首相（当時）が麻生総   
 理（当時）に経済連携協定の   
 締結を要望 
 

 > 2010年6月～2011年3月 

 官民共同研究 
 

 > 2012年3月 
 野田総理(当時)とバトボル 
 ド首相(当時)の日モンゴル  
 首脳会談で交渉開始を決定 
 

  > 2012年6月～2014年7月 
 7回の交渉会合 
 

 > 2014年7月 
 エルベグドルジ大統領   
 の訪日時に大筋合意 
 

 > 2015年2月 
 サイハンビレグ首相の訪日 
 時に署名 
 

モンゴル市場へのアクセス 日本市場へのアクセス 

モンゴルの人口：約293万人 
 

モンゴル一人当たりGDP：3,964米ﾄﾞﾙ 
 

モンゴル在留登録の邦人数：420名 
 

在モンゴルの日本企業拠点数：225 
 

（いずれも2013年度版データ） 


